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2040デジタル・モビリティ国家を 

自動運転で実現する提言 
自動運転の将来ビジョンに関するプロジェクトチーム 

2026年6月16日 

エグゼクティブサマリー 

本提言は、自動運転の社会実装を通じて、我が国が直面する人口減少や地域交通の衰退とい

った社会課題の解決と、モビリティ産業における国際競争力の強化を同時に実現するため、

2040年の将来像から逆算した実行計画を提示するものである。 

我が国は、鉄道・高速道路・空港・航路といったモビリティインフラにおいて、世界最高水

準の品質と信頼性を有している。リニア中央新幹線の開業をはじめ2040年にかけて、世界に

類を見ない高密度・高速の幹線交通網を形成する。さらに、第6世代移動通信（６Ｇ）の普

及等通信環境の整備も進み、様々なデジタルサービスが実装される。 

本提言では、この幹線交通網に自動運転を活用した二次交通という新たな付加価値を加える

とともに、デジタルの力により多様な移動サービスと社会サービスを高度に接続する「デジ

タル・モビリティ国家構想」を推進することを目指す。これにより、新たな社会価値を創出

し得る競争力を確保するとともに、その成果を全国に展開することで、地域における社会課

題の早期解決を図る。 

その実現に向け、以下の目標を設定する。 

● 2030年度までに自動運転サービス車両1万台を導入・稼働 

● ルールベース・モジュール型AIとE2Eによる自動運転車両をそれぞれ数千台ずつ導

入・稼働 

● 遠隔管理者1人当たりが数十台規模の自動運転車両を管理可能な体制を構築 

● 公共交通分野で、人力での交通サービス提供より低コストでの自動運転サービスパ

ッケージを構築（1kmあたりの運行コスト等で比較） 

● バス及びタクシー等の公共交通、高速道路における自動運転トラックにおいて、自

動運転サービスの持続可能な事業モデルを確立 

さらに2040年には、自動運転が全国津々浦々で利用可能なモビリティインフラとして定着

し、多様な社会価値が相互に補完し合う、強く豊かな国家基盤を構築する。 
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1. 基本認識 

1-1. 我が国の強みと弱み 

我が国は、公共交通を基盤としたモビリティ運用の高度化、交通事業者と自治体の連携、OE

Mおよびスタートアップを含む産業エコシステム、さらには官民連携によるルール形成に加

え、鉄道・高速道路・空港等に代表される世界最高水準のモビリティインフラを有している

点において強みを有している。 

一方で、AI・半導体・クラウドといった先端技術領域や、大規模な事業化を推進するための

資金力・人材力、さらには市場の垂直立ち上げにおいては課題が存在する。 

1-2. 構造的課題 

自動運転の社会実装が進展しない要因は、技術的課題のみではなく事業化に関する構造的課

題にある。 

具体的には、以下の点が主要なボトルネックとなっている。 

● 実証実験が個別最適にとどまり、スケールしない構造 

● 自治体単位で分断された調達制度により、広域的な最適化が進まない構造 

● 採算性の見通しが立たず、持続可能な事業モデルが確立されない構造 

● 事故時における責任分界が不明確であり、社会実装の障壁となっている構造 

これらの課題を解消し、「実証から事業化」への転換を実現することが不可欠である。 

2. 基本戦略 

本提言では、我が国の強みと弱みを踏まえ、「ルールベース・モジュール型AI早期導入戦

略」と「E2E開発加速戦略」からなる二層戦略を採用する。 

我が国は、モビリティインフラや公共交通運用に強みを有する一方で、AI・半導体・クラウ

ドといった基盤技術領域においては相対的に遅れが見られる。このため、単一の戦略に依拠

するのではなく、短期の市場獲得と中長期の技術競争力強化を両立する戦略が不可欠であ

る。 

すなわち、2030年までに、これまで開発に取り組んできた技術（ルールベース、モジュール

型AI）を活用して市場を確保することを目的とした戦略を推進する一方で、次世代の自動運

転技術であるE2Eの確立に向けた中長期的投資を行う戦略を並行して進める。 

また、自動運転の社会実装においては「出口主導型」のアプローチを採用する。具体的に

は、自治体および交通事業者を中心とした公共サービスとしての導入を基本としつつ、技術

開発についてはスタートアップおよびOEMによる民間主導を基本とすることで、事業化と技

術開発の好循環を創出する。 
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3. 2040年の将来像（デジタル・モビリティ国家構想） 

2040年において、我が国のモビリティは、世界最高水準の物理インフラとデジタル技術が

融合した統合システムとして確立されている。 

まず、リニア中央新幹線の開通により東京～名古屋間が超高速で接続され、40年代のうち

にはリニア中央新幹線や北陸新幹線の大阪延伸も予定され、高速度幹線モビリティインフラ

はますます整備されていく。また、空飛ぶクルマ（eVTOL）の社会実装も進展しており、日

本の交通は世界に類を見ない水準で高速化、高密度化し、便利になる。 

また、駅や空港（空飛ぶクルマのバーティポートを含む）周辺の二次交通として自動運転

サービスが高度に整備されることで、シームレスかつ高品質な移動が実現される。 

 

超高速度で遅延ほぼゼロの第６世代移動通信（６G）の普及が進み、リアルタイムの遠隔

操作・制御が当たり前に行える環境が整う。低軌道衛星を利用した通信環境も整い、山間部

や離島でも高速通信が利用可能となり、通信の空白地帯がほぼ解消する。 

人口減少による人手不足が加速する中、こうした高水準の通信インフラも活用した省人

化、省力化に繋がる様々なデジタルサービスが生まれ、その中には自動車、空飛ぶクルマ、

ドローン等の遠隔監視サービスも含まれる。都市全体を仮想空間上に再現したデジタルツイ

ンが整備され、交通渋滞、インフラ管理、災害対応等をリアルタイムでシミュレーションし

て情報提供するようなサービスも生まれる。AR（拡張現実）グラスを通じた交通情報提供も

一般化し、人々はより安全で効率的で便利に移動することが可能となる。 

自動運転は、公共交通にとどまらず、自家用用途にも広がっている。移動を提供する手段

として、オンデマンド型交通がより大きな役割を担う。利用者が運転操作を行うことなく、

必要なときに必要な場所へ移動できるという、新たな移動サービスのあり方である。 

このような新たなサービスの実現にあたっては、既存の交通事業との関係整理等が不可欠

であるが、サービスの目的や収益構造を踏まえた制度設計により、民間活力を最大限に活用

することが可能となる。 

その結果、2040年には、我が国のモビリティは社会インフラとして再定義され、以下のよ

うな社会が実現する。 

● 地方においては、生活インフラとして持続可能な移動手段が確保される 

● 都市においては、オンデマンド型を中心とした利便性の高い移動サービスが常時提

供される 

● 全国どこにおいても、シームレスかつ高品質な移動体験が享受される 

 

これらにより、自動運転は全国津々浦々で利用可能なモビリティインフラとして定着し、

多様な社会価値が相互に補完し合う、強く豊かな国家基盤が構築される。本提言において

は、こうした国家基盤を構築する構想を「デジタル・モビリティ国家構想」と称することと

する。 
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4. 2030年までの実行計画 

先述の通り、2040年に世界最高水準の物理インフラとデジタル技術が融合した統合モビリ

ティシステム（デジタル・モビリティ国家構想）を実現させるには、幹線交通網と地域交通

の高度な接続が不可欠である。 

我が国においては、鉄道・高速道路・空港・航路といった幹線交通網による一次交通は、す

でに世界最高水準の品質と効率性を有している。一方で、これらを都市部および地方部へと

接続する二次交通については、持続可能性および利便性の観点から必ずしも十分とは言えな

い地域が存在している。 

幹線交通網と都市・地域を接続する持続可能な二次交通の確立に向けては、自動運転サービ

スの導入が有効である。 

自動運転の早期実装のため、2030年までの実行計画として、「ルールベース・モジュール型

AI早期導入戦略」と「E2E開発加速戦略」を明確に位置付け、各施策を年次ごとに段階的に

展開する。 

4-1.ルールベース・モジュール型AI早期導入戦略 

本戦略においては、これまで国内で開発に取り組んできたルールベース、モジュール型AIの

自動運転技術を最大限活用し、早期に市場を形成することで、自動運転サービスの社会実装

を加速し、持続可能な事業モデルの確立を図る。 

特に、路線バスおよびオンデマンドシャトルについては、我が国のこれまでの取り組みが国

際的に見ても一定の競争力を有しており、先行的に市場を確立し得る領域である。これらの

領域においてFirst Moverとしての地位を確立することは、他の自動運転サービスの社会実

装を技術的・事業的に進展させる前提条件となる。また、運行コースが限定される高速道路

におけるトラック輸送もルールベースやモジュール型AIを活用できる領域。 

（1）2027年度：先行的事業化地域および推進地域における「収益モデル」の確立 

これまでの実証実験で蓄積された知見を最大限に活用し、実証から商用運行への転換を図

る。国の「先行的事業化地域」に選定された13地域については、2026年度に関係省庁の支援

策を集中的に投入し、27年度にはレベル4での商用運行が開始される。先行的事業化地域で

の事例をモデルとして、それ以外の地域、特にこれまで積極的に自動運転の社会実装に取り

組み、高い推進意欲を持つ地域においても早期の事業化を加速させる。 

推進エリアの特性: 既存の交通需要が旺盛で、自動運転化による収益改善や運行効率化の蓋

然性が高い地域。具体的には、観光地や主要駅からの中距離輸送など、安定した運賃収入が

見込める「稼げる路線」（都市部における二次交通の最適化を推進する地域）や地域交通の

持続可能性について切迫した課題のある地域。なお、特定自動運行の許可を受けて自動運転

走行を行った実績があり実装のハードルが低い環境にリソースを集中させる。 



5 

 

戦略目標: 先行的事業化地域13地域において商用運行を実現し、自動運転がビジネスとして

成立することを証明することで、他の自治体の自動運転導入意欲、民間事業者の参入意欲を

喚起する。具体的には、量産モデルの活用が可能なシャトルバスによる自動運転サービスを

中心に進める。 

（2）2028年度：広域連携と民間バス事業者への波及による「コスト低減」推進 

前年度に確立した収益モデルを背景に、導入台数の拡大を通じたコストダウンを推進するフ

ェーズとする。1自治体単位の導入から、隣接自治体や広範な路線網を持つ既存交通事業者

との連携による「面の展開・広域化」へとシフトする。導入の難易度や交通状況（道路幅、

交通量等）によってレベル２++とレベル４が混在する。 

関東・関西間の高速道路における自動運転トラックの自動運転サービスがレベル４で行われ

る。 

推進エリアの特性:複数自治体による共同運行が可能な地域、大規模なバスネットワークを

有する一定規模の大手・準大手民間バス事業者が営業しているエリアにおける社会実装を推

進する。 

戦略目標:自治体共同調達と事業者間連携によって「安価な商用パッケージ」としての製品

力と事業性を確立する。具体的には、シャトルバスに加え、量産モデルの活用が可能な大型

バスによる自動運転サービスを中心に進める。 

（3）2029年度：「高付加価値・高効率」の実現 

幹線交通網と地域交通の高度な接続を具現化し、世界を牽引する産業集積地としてのモデル

を構築する。1対多数の遠隔管理体制を本格導入し、運行効率を極限まで高めることで、既

存の公共交通を凌駕するコスト競争力を実現する。レベル４での運行エリアを拡大する。 

高速道路におけるトラック輸送においてレベル４自動運転サービスの商用運行エリアが順次

拡大する。 

推進エリアの特性:幹線交通と密接に結びつき、高密度な移動需要が発生する産業・都市拠

点を中心に移動の付加価値も追及していく。 

戦略目標:需要の多い都市部、産業集積地での商用運行を実現することで自動運転車両台数

を増やすとともに、遠隔管理比率（一人が管理できる車両台数）を１対数台に引き上げるこ

とで、2030年の全国的普及に向けた商用モデルを完成させる。具体的には、量産モデルを前

提としたシャトルバスおよび大型バスの導入を大幅に拡大し、商用運行のスケール化を実現

する。 
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（4）2030年度：維持困難地域への「社会インフラ」普及・定着 

先行する広域導入エリア、都市部・産業集積地で磨き上げられた「低コスト・高効率な運用

パッケージ」を、日本全国のあらゆる地域へと水平展開し、自動運転を不可欠な社会インフ

ラとして定着させる。ほとんどのエリアでレベル４の運行を実現させる。 

推進エリアの特性: 既存交通手段では移動手段の提供が困難な過疎地、移動需要はあるが人

手不足等で十分な移動手段の提供が出来ていない都市部を含む全国の幅広い地域において自

動運転サービスの水平展開を行う。 

戦略目標: 量産による車両コストの低減、遠隔管理者が1人当たり数十台の自動運転車両を

同時に管理する体制の整備等によって、公共交通分野で、人力での交通サービス提供より低

コストでの自動運転サービスパッケージを構築し、全国どこでも持続可能な移動手段が確保

される「強く豊かな国家基盤」を構築する。ルールベース・モジュール型AIによる自動運転

車両を数千台規模で導入、稼働する。 

4-2. E2E開発加速戦略（技術競争力） 

本戦略においては、現時点では諸外国の技術が先行しているE2Eを中心とした次世代自動運

転技術の確立に向けた投資を行い、グローバル市場における競争力の基盤を構築する。 

タクシーや高速道路における自動運転トラックといった領域においては、AIベース型自動運

転レベル4の実現にあたり、計算資源の制約やサービス提供エリアの拡大に伴う技術的課題

が顕在化する。このため、従来の環境ごとに最適化された開発手法に加え、運転に関する汎

用的な知識を獲得するAIの開発が不可欠であり、それを支える半導体およびクラウドの整備

も同時に進める必要がある。 

このため、ルールベース・モジュール型AI早期導入戦略による市場形成と並行して、段階的

に国産技術への転換および高度化を図る。 

（1）2027年度：技術水準の確認とサービス提供方策の検証 

先行する海外技術も活用しながら、特に都市部でのタクシー分野において自動運転サービス

等の運行を限定的な地域で開始し、技術水準の確認とサービス提供のあり方の検証を行う。

この段階ではレベル２++が主流であり、レベル４は一部で実証的に行われる。E2Eとモジュ

ール型AIとが混在する。 

レベル2++車両について、一定の安全性や運転支援機能を有することを国が性能認定する優

良認定制度を活用して、普及を促進する。 

オーナーカーについては、一部のOEMが高度な運転支援の位置付けでAIを搭載したソフトウ

ェアを装備した車両の発売を開始する。 

（2）2028年度：「レベル2++」によるサービス設計 
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国内の自動運転スタートアップやOEMのE2E技術の活用も本格化し、都市部において、自動運

転タクシー等の領域において商用運行への移行が本格的に始まる。レベル２++とレベル４が

混在。 

レベル2++は自動運転ではないため、自動運転に必要となる車両側における特殊な冗長設計

や、レベル4の無人自動運転に必要となる遠隔監視体制等が不要であるため、早期の社会実

装が可能であり、L2++車両を数多く走らせることで大量の走行データを蓄積し、AI開発に活

用するデータエコシステムを構築する。 

また、Vision-Language-Action（VLA）等の基盤モデルを活用したEnd-to-End（E2E）方式の

自動運転の実用化に向けた開発を重点的に推進する。 

あわせて、海外先行事例の分析を踏まえ、自動運転機能を実装するに当たっての１台あたり

の追加コストを海外と同程度で実装可能とすることを目標とする（テスラはFSD（Supervise

d）（フルセルフドライビングスーパーバイズド）を100万円を切る価格でオプション追加可

能。BYDは200万円を切る小型EV車両にL2+に相当するADASを標準装備）。 

（3）2029年度：「自動運転レベル4」のユースケースを拡大 

都市部における自動運転タクシーにおけるレベル4サービスの商用運行が本格化し、サービ

ス提供エリアが拡大する。地方部、過疎地においてはレベル2++でのタクシーあるいは自家

用有償旅客運送での実装事例が増える。 

この際、ルールベース・モジュール型AI早期導入戦略で確立されたシャトルバスおよび大型

バス領域の遠隔管理技術も転用し、効率的な運用体制を構築する。 

オーナーカーについては、AIによる運転支援の技術レベルが大幅に向上し、一般道路でも手

動介入せずに運転できる場面が拡大。 

（4）2030年度：「自動運転レベル4」による多様な事業モデルを確立 

世界最高水準のE2E型自動運転レベル4を完成させ、都市部における自動運転タクシーの全国

展開を実現する。地方部、過疎地においてもレベル４でのサービス提供が増えてくる。 

E2Eによる自動運転車両台数を数千台規模で導入、稼働することを目標とする。 

4-3. 実行の要諦 

上記を通じて、2030年までに自動運転サービスの社会実装と事業化を同時に実現することに

よって、同年度に自動運転サービス車両を国内に１万台導入することを実現する。 

特に、ルールベース・モジュール型AI早期導入戦略による市場形成と、E2E開発加速戦略に

よる技術競争力の強化を両立させることが、本提言の実現における要諦である。 
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5.調達・ 制度改革 

自動運転サービスの社会実装を加速し、持続可能な事業モデルを確立するためには、技術開

発および実行計画に加え、自動運転車両を開発、製造するOEMやベンダーが、自動運転市場

のスケール感について、一定の予見可能性を持って投資が出来るような環境整備が必要であ

る。 

公共交通分野においては、自動運転システムの導入主体は主に自治体であるが、現状におい

ては、自治体ごとに分断された形で調達が行われており、小さなロットの寄せ集めとなって

しまっている。自動運転車両を開発、製造するOEMやベンダーに対して、一定の大きな需要

があることを見せるためには、自治体の枠を超えた広域での共同調達を推進することが有効

である。 

この場合において、自動運転サービスは単一の車両導入にとどまらず、ソフトウェア、遠隔

管理、運用支援等を含む統合的なサービスとして提供されることから、物理的に離れた自治

体同士で、路線が繋がっていなくとも共同で調達することも可能である。 

合わせて、自動運転車両を開発、製造するOEMやベンダー、自治体の予見可能性をさらに高

めるために、自動運転導入を促進する制度等のあり方についても協議し、必要に応じて規制

の見直し、運用改善等について検討する。 

これにより、スケールメリットの創出、コスト低減、導入スピードの加速を同時に実現す

る。 

これを進めるために、広域の複数の自治体や民間事業者が参画する官民連携プラットフォー

ム構築を推進し、広域共同調達等について協議する座組みを設けることは有効である。調達

規模が小さいと安価なシステムを取り入れることになりがちであり、共同調達により大きな

ロットとすることは経済安全保障への配慮にも資することになる。 

また、自動運転サービスの社会実装を確実に推進するためには、これを担う事業主体につい

て、安全性および事業確実性の観点から明確な要件を設定することが不可欠である。特に、

レベル２実証段階とレベル４実運用段階の間に大きな乖離が存在することから、実運用にお

ける安全性を担保するための関係当局の許可の取得等を促すことが必要である。 

6. 自動運転を核とした産業競争力強化 

FORTUNE Business Insightsによれば、世界の自動運転車市場規模は、2025年に31億2000万

米ドルと評価された。市場規模は2026年の45億2000万ドルから2034年までに798億3000万ド

ルへ成長し、予測期間中のCAGRは43.20%を示すと予測されている。 

矢野経済研究所によれば、2035年において自動運転レベル4搭載車両が年間約600万台規模で

普及すると予測されている。自動運転は、車両価格のみならず、自動運転システム、ソフト

ウェア、遠隔管理、データ連携、保守運用等を含めた多くの付加価値を生み出す。また、こ
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れらのサービス領域はストック型で継続的に価値を生み出すため、市場全体は中長期的に拡

張することが見込まれる。 

民間予測の規模は様々ではあるが、いずれにせよ自動運転は巨大な市場を生み出すと予想さ

れている中で、我が国は現在の世界での自動車販売台数のシェア約25％を自動運転市場にお

いても維持することを目標とすべきである。 

その実現にあたっては、単なる技術導入にとどまらず、我が国の産業競争力の強化につなが

る形で自動運転を推進することが不可欠である。 

このため、自動運転車両については、日系OEMを中心とした開発・量産体制の構築を基本と

し、車両・ソフトウェア・運用が一体となった一気通貫での国産技術の確立を図る必要があ

る。 

また、量産化を前提とした設計・開発・運用が可能な体制を構築し、国内市場での社会実装

を通じてグローバル展開につなげることが重要である。 

さらに、技術開発の観点では、AIベース型自動運転の実現が急務であり、オープンソース・

オープンデータの活用も含めた開発の加速化、AI開発を加速するための計算資源の確保を進

める必要がある。 

これにより、我が国は自動運転を核とした新たな産業エコシステムを構築し、モビリティ産

業における国際競争力の強化を実現する。 

7. 残された課題 

本提言の実現に向けては、デジタル庁を中心とした司令塔機能の強化を図るとともに、同庁

が管轄するモビリティ・ロードマップを政策推進の中核に据え、関係府省庁および民間事業

者を横断した一体的かつ機動的な検討が求められる。具体的には、自動運転の遠隔管理サー

ビスを実装するため、自動車メーカー、自動運転システムの違いによらず、同様に遠隔管理

が出来るようデータを標準化することが課題となる。自動運転の過程で取得したデータを連

携するインターフェースの構築も考えられる。データをどう収集・利活用し、日本の自動運

転開発のレベルを上げていくか検討していく必要がある。本提言の着実な実施に加えて、こ

うした課題についても検討を進め、実行に移していく。 

あわせて、本提言の進捗状況の可視化および継続的な評価・改善を行う仕組みを構築するべ

きである。これにより、政策の実効性を担保するとともに、官民連携による柔軟かつ機動的

な運用を可能とする。 
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結語 

自動運転は、我が国の社会課題を解決すると同時に、新たな産業基盤のエンジンとなる。 

2030年までに事業化を確立し、2040年に社会インフラとして定着させるためには、制度・事

業・技術を一体的に設計し、迅速に実行に移すことが不可欠である。 

なお、計画は定期的な見直しを繰り返しながら進めることが大事である。例えば自動運転車

両の台数が増えていくときに考えるべきことも増えていくため、見直しを図りながら進める

ことが重要である。 

本提言に基づき、官民が一体となった取り組みが推進されることを強く期待する。 
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＜参考１＞自動運転の将来ビジョンに関するプロジェクトチーム構成員（敬称略） 

 

 

主査   今枝宗一郎  デジタル副大臣 

構成員     ｍ鎌田  実  一般財団法人 日本自動車研究所 所長 

中川 由賀  中京大学 法学部 教授 

中村 吉明  専修大学 経済学部 教授 

勝木 朋彦  ＫＤＤＩ株式会社 取締役執行役員常務 ＣＳＯ 

兼ＣＤＯ 経営戦略本部長 兼 オープンイノベ

ーション推進本部長 

加藤 真平  株式会社ティアフォー 代表取締役 ＣＥＯ 

山本 一成  Ｔｕｒｉｎｇ株式会社 ＣＥＯ 

鯉渕  健  トヨタ自動車株式会社 デジタルソフト開発セ

ンターチーフプロジェクトリーダー 
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＜参考２＞自動運転の将来ビジョンに関するプロジェクトチーム開催日 

 

第１回 ２０２６年３月９日（月） 

第２回 ２０２６年４月７日（火） 

第３回 ２０２６年４月２２日（水） 
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